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前橋市の位置

１

東京から約100km
新幹線で
約1時間20分

北緯 36°23’ 22”
東経 139°03’ 48”
最高地点 1,823m
最低地点 64m



前橋市の人口及び世帯数

令和２年度国勢調査
３３２，１４９人（対Ｈ２７－４，００５）

２

国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所

※人口

※世帯数

令和２年度国勢調査
１４１，８８２世帯（対Ｈ２７＋４，９２８）
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前橋市の空き家率について

３

区分
空き家率

平成25年 平成30年 増減率

全国 13.52％ 13.60% 0.08ポイント増

群馬県 16.62％ 16.68% 0.06ポイント増

前橋市 15.89％ 15.86% 0.03ポイント減

資料：住宅土地統計調査

※本市の空き家率
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「前橋市空き家等の適正管理に関する条例」を施行（H25.7）

管理不全な状態にある空き家に対し、助言・指導、勧告、命令を実施

ただし、罰則や強制力はなし

法と条例との整合を図るとともに、本市の空き家対策を
より強力に推進

市条例について(市条例の整備)

「前橋市空家等対策の推進及び空家等の活用の促進に関する
条例」に全部改正（H27.6）

税情報の活用や、過料（罰則）、行政代執行などが可能に

「空家等対策の推進に関する特別措置法」が施行される（H27.5）

４



市条例について(特措法と条例の関係）

特措法に規定する事項

・立入調査等（§９）
・課税情報等の利用（§１０）
・助言及び指導（§１４）
・勧告（§１４）
・命令（§１４）

・空家等の所有者の責務（§３）（§４）
・市の責務（§４）（§３）
・空家等対策計画の作成（§６）（§８）
・協議会の設置（§７）（§９）
・空家データベースの整備（§１１）（§１０）
・所有者による適切な管理の促進（§１２）（§１１）
・空家等及び跡地の活用（§１３）（§１２）

・行政代執行及び公示（§１４）
・命令に従わない場合の罰則（§１６）
・立入検査の拒否等の場合の罰則（§１６）

・事業者の責務（§５）
・市民の責務（§６）
・空家等の発生予防（§７）
・市民からの情報提供（§１１）
・特定空家等以外の空家等に係る助言及び指導（§１１）
・応急措置（§１１）

５
市条例に規定する事項

※特措法に規定する事項と市条例に規定する事項を整理



市条例について(条例の特色）

事業者の責務・市民の責務
•事業者は、市が実施する空家等の活用に関する施策に協力するとともに、空家
等の活用及び流通の促進に努めるものとする。

•市民は、空家等が及ぼす生活環境への影響について理解を深めるとともに、市
が実施する空家等に関する施策に協力するものとする。

特定空家等以外の空家等の所有者への助言・指導

•市長は、特定空家等となるおそれのある空家等の所有者等に対し、除却、修繕、
立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとるよ
う、助言又は指導をすることができる。

所有者不明な空家等に係る緊急応急措置

•市長は、空家等が危険な状態となることが切迫し、かつ、当該空家等の所有者
等が判明しないときは、危険な状態となることを防止するために必要な最低限の
措置を講ずることができる。

６



条例に基づく指導（事例）

• 管理不全により雑草が繁茂し通行に支障あるなど近隣から通報。
• 現地確認し、所有者へ条例に基づく指導書を送付。
• 所有者が業者を手配し、改善。

７

条例による指導書

除草業者案内

指導前

空家のチラシ

現地写真

指導後

同封資料



緊急応急措置（事例）

• 空き倉庫となっている屋根の建材が飛散していると通報あり。現場確認を行ったと
ころ、屋根の上にめくれている建材を確認した。

• 倉庫の所有者を確認したところ、すでに法人解散し登記閉鎖されていたため、条
例に基づき緊急応急措置の検討を行い、高所作業のため消防局に協力を要請し
た。

• 空き家担当職員立ち合いのもと、高所作業車を使用し屋根の上の剥離している亜
鉛板の除去を行った。

８



緊急応急措置（事例）

• 放置された空き家があり、不審者等が出入りする可能性があることから、自治会・
小学校等から市に対応を要請された。

• 所有者は既に死亡しており、相続人等も不明なことから、市条例に基づき、応急措
置として、道路に面した部分をトタン板で覆った。

９



市民 事業者（不動産業者等）

行政

空き家対策に求められる役割

その他関係団体
警察・消防

・空き家の適正管理
・空き家に係る市施策に対する協力
・空き家情報の市への提供

・専門的な立場からの助言
・空き家対策に関する政策提言

・空き家の市場流通
・空き家に関する情報提供
・空き家に係る市施策に対する協力

・空き家情報の市への提供
・緊急時の応急対応

・空き家問題に関する意識啓発
・空き家対策に関する政策立案
・空き家に関する情報発信

10

H28.1【空家等対策の推進による安全で
安心なまちづくりに関する警察との覚書】

H29.12【空家等対策の推進に関する専門
家団体との協定】

H27.5【空家等の利活用の促進に関する協定】

H27～「広報まえばし」による周知・啓発
H27～「空き家相談会」の実施など



建築住宅課「前橋市空家利活用センター」を住民等の相談窓口とし

て位置付け、担当職員を配置

住民等からの空家等に関する相談への対応

建築住宅課長

住宅政策係長

利活用・
相談担当

特定空家
担当 市営住宅担当

空家利活用センター

正規職員１名
嘱託職員１名

正規職員 １名
嘱託職員 ２名 正規職員３名

11



前橋市と不動産関係団体とで、「空き家の利活用の促進に関する協定」を締結

（２７年５月）

空き家の市場流通の促進

空き家利活用ネットワーク 登録１０８社

12

群馬県宅地建物取引業協会前橋支部

全日本不動産協会群馬本部 空き家バンク



専門家団体と「前橋市における空家対策推進に関する協定」を締結

(H29.12)

市民が安全に、かつ、安心して暮らすことができる生活環境を確保すると

ともに、まちづくりの活性化に寄与することを目的

専門家団体との協定の締結

13

専門家団体

1 一般社団法人群馬建築士会

2 群馬県行政書士会

3 群馬司法書士会

4 群馬土地家屋調査士会

5 群馬弁護士会

6 公益社団法人群馬県不動産鑑定士協会



前橋市空家等対策計画(基本理念)

快適な住環境の保全
• 空家等の適切な管理を促進するとともに、空家等の発生そのものを抑
制することに重点を置き、快適な住環境の保全を目指します。

安全で安心なまちづくりの推進
• 市民が安全に、かつ、安心して暮らすことができるまちづくりを推進しま
す。

空家等を活用した移住・定住の促進

• 空家等の活用を本市への移住・定住促進につなげるといった視点から
も空家等の問題に取り組みます。

基本理念

14



前橋市空家等対策計画（基本的事項）

対象区域 市内全域（重点地区・最重点地区を設定）

空家等の種類 特措法第２条第１項の空家等の住宅

計画期間 平成２７年度から令和６年度まで

空家等の実態調査に関する計画

所有者等による空家等の適切な管理の促進

空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進

15



前橋市空家等対策計画(一部改訂 H30.５）

16

・実態調査の結果、本市は空き家率が高い地域と
低い地域の差が顕著であることが判明

・空き家対策最重点地区・重点地区を設定

・定期的に実態調査を実施し、推移を把握
・補助制度をより手厚い内容とする。

・一律の施策では効果が表れ難く、空き家率が高い
地域にはよりきめ細かな対応が必要

背景




